
54 岩医大歯誌　3：54－67，1978

原 著

東北地方における小学校学童のう蝕

罹患性に関する疫学的研究

（1976年　検　診）

田沢光正　飯島洋一　松田和弘
三浦陽子　高江洲義矩
　　　　　　　　岩手医科大学歯学部口腔衛生学講座＊

〔受付：1978年1月23日〕

　抄録二東北地方農山村地域の5地区（東目屋・北津軽・松尾・宮守・中川）の小学校学童（1年生～6年

生）1，888名のう蝕罹患状況について，1976年時の調査資料にもとついて疫学的分析を試みた。とくに地域

差の要因について，DMF者率，　DMF歯率，　DMFT指数をう蝕罹患性の指標として検討した。さらに，

処置歯率（F歯率）および喪失歯率（M歯率）の内容からみたCaries　experienceの実態をも併せて分析

した。5地区のうち，北津軽地区はフッ素地区（天然フッ素含有飲料水地区）であり，飲料水中フッ素濃度

が0．3－3．2ppmである。他の4地区は飲料水中フッ素濃度0．1ppm以下である。

　小学校1年生～6年生の学童期における地域のう蝕罹患性の指標として，DMFT指数はきわめて有用で

ある。この時期におけるDMFT指数は本調査結果では1年生0．32～0．98から6年生時に至ると4．33－5．62

の範囲にあって，直線的増加傾向を示しており，回帰直線をもって表現することによって地区の差異ないし

は経年的なう蝕罹患傾向を把握することに有用である。

　DMF者率，　DMF歯率については，フッ素地帯の北津軽地区を除いて4地区（1976年）は全国歯科疾患

実態調査の資料（1975年）にほぼ近似した傾向にある。

　地域差がもっとも顕著にみられるのは，処置歯率（F歯率）と喪失歯率（M歯率）であるが，処置歯率が

高いにもかかわらず，喪失歯率が高い現象もみられ，処置歯率の向上のみによって，う蝕罹患の減少をはか

る趨勢に対して再検討を喚起したい。う蝕予防はCariesfreeの歯を可能な限り保持することでなければ，

歯の特性からみて真のう蝕予防とすることができない。このことは，今後，う蝕の疫学の意義にかかわる重

要な問題である。

は　じめに

　う蝕罹患の多発傾向に対しては，疫学的な立

場からの原因究明にもとついて，その時代にお

ける予防対策を推進していかなけれぽならな

い。そのためには，地域におけるう蝕罹患の疫

学像を明らかにし，予防手段の実践の焦点を把

握することが重要である。
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　う蝕の罹患状況についての最近の全国的な資

料としては，厚生省歯科疾患実態調査1）と文部

省学校保健統計調査報告書2）があり，前者は昭

和32年以後6年毎の調査資料であり，後者は大

正7年頃よりのう歯罹患状況の毎年の資料（第

二次大戦前後約10年間が欠落している）が報告

されている。これらの資料は，その時代のう蝕罹

患の程度を概観する場合，あるいは，年次的な罹

患傾向の変化をとらえるものとしては有用であ

るが，それぞれの地域においては，それらの資料

と対応できる個々の資料が必要となってくる。

　最近，WHOのBamesらは，一つの試みと

して，世界のう蝕罹患地図を発表している3）。

これなど，世界的規模でう蝕罹患の地域性をと

らえて，その差異の究明に役立つ資料になると

考えられるが，これをさらに，国内の地域性に

よるう蝕罹患状況の追求に展開していくなら

ぽ，冒頭にのべた，地域におけるう蝕予防活動

の指針となりうる。

　う蝕罹患についての疫学的な分析方法として

は，断面観察分析（cross　sectional　study）と，

出生年代別分析（cohort　study）が主として用

いられているが，それぞれの研究目的によっ

て，どちらかに主体をおいて行なっている。榊

原4）および，竹内5）は，わが国のう蝕罹患の資

料を分析して，う蝕疾患について，その疫学像

を正しく把握するためにはcohort分析によら

なけれぽならないことを提唱してきた。その後，

多くのう蝕の疫学的研究者らによって，cohort

studyによる実証的な分析が行われてきた。

　一方，断面観察分析の重要性も忘れてはなら

ないことは，cohort分析によるう蝕疾患の性

状の知見を参考にすることは勿論であるが，迅

速にある時点におけるう蝕疾患量をとらえて，

その地域における疾患量の内容と，「位置づ

け」あるいはその評価を行なうことができると

いうことである。それによってその時点におけ

る予防対策の指針として活用される長所を充分

に有していることである。

　そのような観点から，cohort分析と並んで

断面観察分析は，各年度において行われるべき
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であるが，う蝕の疫学的資料を通覧して困惑す

ることは，わが国において，診査基準を統一し

た方法と普遍的な統計処理による資料が比較的

少ないことである。各研究者によって，特殊な

統計処理方法によって究明された資料は数多く

報告されているが，断面観察分析による調査資

料の長所を生かすべく，すでに報告された資料

との対比を試みる作業において，困難なことが

多い。

　このような現実的な要望から，われわれは，

1976年時の検診資料をもとにして，とくに東北

地方の農山村地区の小学校学童のう蝕罹患状況

についての断面観察による疫学的分析を試みた

ので，その知見をまとめて報告する。

調査対象と方法

　本報告における対象地区は，図1に示すよう

に青森県北津軽地区および東目屋地区，岩手県
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図1　調査地区（・印）
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松尾，宮守地区，山形県中川地区であり，いず

れも，東北地方の農山村である。

　まず，（1）東目屋地区は，岩木山麓にある集落

で，弘前市中心部より西方20kmに位置してい

る。（2）北津軽地区は，津軽平野のほぼ中央に位

置する板柳町と鶴田町の両町にまたがる飲料水

中のフヅ素濃度が0．3－3．2ppmの範囲にある

フッ素地区で，同地区の小学校児童に広範な斑

状歯の発現が認められている‘’η。（3）松尾地区

は，岩手県の盛岡市の北北西約40kmに位置す

る東西16km，南北15．6kmに広がる人口約7，0

00名の農山村である。（4）宮守地区（岩手県）は

花巻市の東約30kmに位置し，北上山系の山合

いに点在する集落よりなる農山村である。（5）中

川地区は，山形県上山市の中央より，東方約10

kmに位置する蔵王山麓の集落である。

　調査対象は以上5地区の1年生から6年生ま

での小学校学童1，888名である。

　う蝕の検診は，いずれも1976年（昭和51年）

に実施した。東目屋地区は1月，宮守地区が5

月，中川，松尾，北津軽地区は6月の時点に行

った。口腔診査はWHOの基準8）に従い，歯鏡

と探針を用いて，自然光線下で行い，事前に診

断の統一訓練を行った。これらの検診成績を地
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区別，学年別に，DMF者率，　DMF歯率，　DM

FT指数，1人平均萌出歯数，　F歯率（処置歯

率），M歯率（喪失歯率）を算出し，さらにD

MF歯率，　F歯率，　M歯率については，1年生

～ 6年生まで合計したものを算出し，エ2検定

により差の有意性を検討した。また，昭和50年

歯科疾患実態調査報告（厚生省医務局）の6歳

～ 11歳までの資料を小学校学童1年生から6年

生と対比させて比較検討した。

成 績

　1　DMF者率にっいて

　各地区とも低学年において急激なDMF者率

の上昇がみられる（表1）。北津軽地区を除い

ては，3年生時ですでに70～90％に達してお

り，5年生，6年生では，いずれの地区も90％

を越えている。東目屋地区は，中川，宮守，松

尾地区に比較して，低学年時からすでに高いう

蝕罹患傾向にある。一方，フッ素地区の北津軽は

特異的に低いDMF者率を示し，4年生：56．5

％，5年生：78．5％，6年生：81．5％である。

中川，宮守，松尾の3地区は，ほぼ同様の傾向

をみせ，1年生で360～77．0％，4年生は79．0

表1　地区別・学年別によるDMF者率（昭和51年）

学

年

1

2

3

4

5

6

地 区 名

東　目　屋　　中 川巨 守　　松 尾　北津軽　全国S50
50．0％
（54）

79．4

（68）

90、6

（53）

96．7

（61）

96．2

（78）

96．9

（65）

37．0％
（27）

70．6

（34）

743
（35）

87．5

（40）

97．1

（35）

100．0

（42）

36．0％
（50）

52．9

（68）

81．2

（69）

79．0

（62）

91．4

（70）

95．8

（95）

36．9％
（84）

60．2

（93）

85．4

（89）

84．8

（79）

93．8

（81）

91．6

（95）

26．8　％

（41）

27．8

（54）

51．4

（74）

56．5

（62）

78．5

（65）

81．5

（65）

36．0％
（37）

66．2

（323）

80．7

（352）

84．4

（253）

90．2

（335）

92．6

（299）

※（　）内は被査者数
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表2　地区別・学年別による永久歯1人平均萌出歯数（昭和51年）

＼き1 1

性

別男女計
東
目
屋

中

ーー」

宮

守

松

尾

北

津
軽

被検者数

萌出歯数

（S．D．）

被検者数

萌出歯数

　33　21　54
7．7　　9．9　8．6

（2．8）（2．0）（2．7）

15　13　28
6．1　7．2　6．5

（S’D・）卜3・5）（3・8）（3・6）

被検者数

萌出歯数

（S．D．）

被検者数

萌出歯数

（S．D．）

被検者数

萌出歯数

（S．D．）

　29　27　56
5．4　5．6　5．5

（3．8）（3．5）（3．6）

　43　48　91
5．6　6．6　6．0

（3．3）（3．8）（3．4）

　24　26　50
4、8　5、6　5．2

（3．1）（3．7）（3．4戊

2

男　女　計

　28　40　68
11．412．912．3

（3．1）（3．2）（3．2）

　15　19　34
9．611．1　10．4

（2．6）（3．2）（3．0）

　30　38　68
9．5　　9．1　9．3

（1．9）（2．6）（2．3）

　48　45　93
9．110．2　9．7

（2．6）（2．0）（2．4）

　30　25　55
7．910．2　9．0

（2．9）（3．5）（3．3）

3

男　女　計

　34　19　53
1∠L217．815．5

（3．2）（3．3）（3．6）

　20　15　35
11．913．912．7

（2．7）（3．4）（2．9）

　34　35　69
12．413．312．8

↓2．5，「3．D（2．8）

　59　30　89
12．612．9　12．7

（2．3）（1．7）（2．1）

　40　34　74
12．412．912．6

（2．3）（2．5）（2．4）

4

男　女　計

　30　31　61
17．1　19．818．5

（3．7）（3．5）（3．8戊

　21　19　40
16．017．216．5

（3．4）（3．6戊（3．5）

　28　34　62
15．115．915．5

（2．5）（3．7）（3、8）

　37　42　79
14．1　16．715．5

（3．1）（3．7）（3．6戊

　35　27　62
14．717．315．8

（3．1）（4．3）↓3．9）

5

男　女　計

　43　35　78
21．724．422．9

（4．0）（2．4）（3．6）

　15　20　35
20．522．021．3

↓4．6ノ（2．9）（3．8）

　40　30　70
18．620．819．5

（4c　6）（4、1）（4、5）

　36　45　81
20．021．420．8

（3．6）（3．6）（3．5）

　29　36　65
18．221．219．9

（4．2）（生3）（4．9）

6

男　女　計

　34　31　65
23．926．225．0

（3．2）（2．3）（3．0）

　24　18　42
23．02∠L723．8

（2．5）（2．5）（2，6）

　43　52　95
21．723．522．7

（4．9）（4．1）（4．5）

　60　35　95

22．424923．3
（4．4）（2．5）（40）

　38　27　65
22．024．122．9

（4．6）（3．0）（4．D

＊S．D．：Standard　deviation

表3　地区別・学年別によるDMFT指数（昭和51年）

＼＼ぱ；会． 2

男　女　計

東

目
屋

中

ーー」

宮

守

松

尾

北

津

軽

被検者数

DMFT
指　　数
（修正値）

（S．D．）

　33　　　21　　541　　28　　　40　　　68

　　　　　　i
O．941．050．98　　1．682．201．99
　　　　（0．39）　　　　　　　　　　　　　　（L26）

i（1．17）（L40）（1．24）　1（1．42）（L52）（L49）

被検者数

DMFT
指　　数

（S．D．）

被検者数

DMFT
指　　数

（S．D，）

被検者数

DMFT
指　　数

（S．D．）

被検者数

DMFT
指　　数

（S．D．）

14　13　27

3

男　女　計

34　19　53

2．652．742．68
　　　　（2．14）

（1．28）（2．05）（1．58）

15　　19　　341　　20　　15　　35

1．000．460．74　　1．332．21　1．82

　　　　　　上（L36）（0◆78）　（1・13）　i（1＿54）（1＿40）（し51）

24　26　50

1．040．380．70

（1．23）（0．80）（1．07）

40　44　84

0．700．520．62

（0．98）　（0．95）　（0．97）

19　22　41

0．210．410．32

（0．42）（0．67）（0．57）

30　38　68

1．431．211．31

（L87）（L40）（1．61）

48　45　93

1．291．381．33

（1．43）（1．30）（1．36）

29　25　54

0．590．480．54

（1．15）（0．82）（LOO）

1．701、931．80

（1，39）（1．79）（1・55）

37　32　69

1．922．382．13

（L66）（L56）（L62）

59　30　89

2．102．732．31

（1．63）（1．70）（L67）

40　34　74

0．801．210．99

（1．14）（L34）（1．24）

4

男　女　計

29　32　61

2．794－623．75
　　　　（3．Ol）

（L84）（2．81）（2．55）

21　19　40

2．523．422．95

（L86）（2．46）（2．18）

28　34　62

2．182．882．56

（1．28）（2．43）（2．Ol）

37　42　79

2．513，022．78

（1．73）（2．71）（2．20）

35　27　62

1．201．41　1．29

（L43）（1．69）（L54）

5

男　女　計

43　35　78

3．424．974」12
　　　　（3．89）

（1．98）（2．80）（2．46）

15　20　35

3．673．703．69

（1．59）（2．08）（1．86）

40　30　70

3．133．933．47

（2．67）（3、26）（2．94）

36　45　81

3．724ご534ざ17

（2．02）（3．92）（3．23）

29　36　65

2．21　2．172．18

（2．06）（3．57）（1．95）

6

男　女　計

34　31　65

4．626．715．62
　　　　（4，77）

（2．87）（2．87）（3．03）

24　18　42

3．545．78450

（1．99）（2．04）（2．29）

43　52　95

3．815．06∠L49

（2、89）（3．26）（3．15）

60　35　95

3．825、204㌦33

（2＿68）（3．27）（2．97）

38　27　65

1．872．742．23

（L44）（2．70）（2，09）

＊S．D．：Standard　deviation
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～ 87．5％，6年生で91．6～100．0％であるが，

5年生，6年生で中川地区にやや高い傾向がみ

られる。昭和50年の歯科疾患実態調査報告1）に

よるう蝕罹患者率の6歳から11歳までの値を，

6歳児を1年生，11歳児を6年生と仮定して，

本調査地区の1年生から6年生までのDMF者

率と比較してみると，岩手県の宮守，松尾地区

が全国値にきわめて近似した傾向を示してい

る。

　2　1人平均萌出歯数（永久歯）にっいて

　中川，宮守，松尾，北津軽地区は1年生：

5．2～6．6歯，3年生：12．6～12．8歯，6年生

：22．9～23．8歯とほぼ同じ程度の萌出状況を示

している（表2）。一方，東目屋地区は，1年

生：8．6歯，3年生；15．5歯，6年生：25．0歯

と他地区に比較して，萌出歯数が高い値を示し

ている。また男女別にみると，各地区，各学年

とも，女子に萌出歯数が高い傾向が顕著にみら

れる。

　3　DMFT指数にっいて
　1年生ではいずれの地区も0．0～1．0の範囲

にあり，北津軽地区を除いては，2年生：1．31

～ 1．99，3年生：1．80～2．68，4年生：2．56～

3．75，5年生：3．47～4．17，6年生：4．33～5．

62の範囲にある（表3）。北津軽地区は，各学

年とも他地区のほぼ壱のDMFT指数を示し，と

くに低いう蝕罹患傾向をみせている。学年別D

MFT指数を回帰直線によってあらわしたもの

が図2である。岩手県の松尾，宮守地区と山形

県の中川地区のう蝕罹患傾向はよく似ており，

昭和50年歯科疾患実態調査（全国値）資料から

算出された回帰直線もほぼ同じ傾向を示してい

る。一方，東目屋地区は，前記の3地区に比較

して明らかに高い罹患傾向をみせているが，こ

の地区は，昭和51年1月の検診であり，5月，

6月，に実施した他地区の同学年の学童に比較

し，7，8ヶ月の年齢差が存在することにな

る。そこで，一つの試みとして，東目屋地区の

1年生を1．7年生，2年生を2．7年生，以下同

（DMFT指　数）

6

5

4

3

2

1

0
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A．東目屋r1976年1月）

A’．東目屋修正値

松尾（1976年6月〕

　　川（1976年6月）

　　守（1976年5月）

．北津軽（1976年5月）

全国（1975年）

．全国（1969年｝

．全国（19634）

　全　　国　（1957年）

／

／
／

。／フ／／

1　　　2　　　3　　　4　　　5　　　6（学年）

図2　回帰直線による地区別DMFT指数

様に修正し，新たに回帰直線方程式を求めた。

これより得られるDMFT指数は，表2の（）

内に示されている。1年生：0．30，2年生：1．

26，3年生：2．14，4年生：3．01，5年生：3．

09，6年生：4．77，と中川，宮守，松尾地区の

値に近くなる傾向をみせているが，検診時期の

差についての補正を試みても，依然としてもっ

とも高い罹患傾向を示している。男女別にみる

と各地区とも女子が高い値を示し，とくに高学

年になるほどその差は顕著である。

　4　DMF歯率およびF歯率（処置歯率）に

　　ついて

　各地区のDMF歯率は，北津軽地区を除いて，

1年生：9．6～11．4％，2年生：13．9～17．5％

3年生：14．1～18．2％，4年生：16．5～20．3％

5年生：17．3～20．1％，6年生：18．6～22．5％

の範囲にあり，増減の変動がみられるが概して

増加傾向にある（表4，図3）。東目屋，中

川，松尾，宮守の4地区間にはとくにDMF歯率

の差はみられない。北津軽地区は，他地区に比

較して，きわめて低い値を示し，6年生に至っ
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表4　地区別・学年別によるDMF歯率，　F歯率，　M歯率（昭和51年）

学

年

東　目　屋

1

2

3

4

ζ
」
∠
U

宮 守

　歯率（％）

DMF　F　　M
11．4

16．2

17．3

20．3

18．0

225

26．4

50．4

64．1

42．8

49．8

49．9

0．0

3．0

1．2

7．4

8．1

7．9

　歯率（％）

・M・i・lM

中 ーー」

　歯率（％）

・M・1・M
4L1

ー
タ

41

6
コ

61

5
　

61

8
ぼ
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891

5．7
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4．1
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6．2
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14．1
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67．4

64．0

0．0

0．0

0．0

0．0
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0．8
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　歯率（％）
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20．1

18．6
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41．4
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21．4

0．0
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0．5

6、8

6．8

11．7

北　津　軽

　歯率（％）

・M・1・lM
5．4

5．4

6．9
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8．1

6．1

0．0

0．0
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　図3　地区別・学年別によるDMF歯率

ても9．7％と，特異的な低う蝕罹患歯率を示し

ている。

　F歯率では，地区間に大きな変動がみられ

る。中川，東目屋地区は，各学年とも，他地区

に比較し高い処置状況を示し，とくに中川では，

低学年で35．0～52．4％，高学年で64．0～69．5％

と，F歯率がもっとも高い傾向にある。一一方，

宮守，松尾，北津軽の3地区は，各学年とも低

い処置状況にあり，低学年で0．0～41．7％，高

学年では21．1～35．8％と，中川地区の約去のF

歯率である。

）年学（6

5
軽

4
圭
・
3
じ

　
」

2

　5　地区別による．DMF歯率F歯率（処
　　置歯率）．M歯率（喪失歯率）の比較にっ

　　いて

　DMF歯率，　F歯率およびM歯率の地区別の

比較については，1年生～6年生の資料の合計

によった（表5，図4）。

　DMF歯率でみると，中川地区：17．1％，宮

守地区：17．4％，松尾地区：17．6％に対し，東

目屋地区が18．7％と高い傾向を示したが，差の

有意性は得られなかった（P＞o．65）。

　F歯率は中川地区が63．0％で最も高く（P＜

0．001），次いで東目屋地区が49．2％（P〈0．
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001），さらに，宮守，松尾地区がそれぞれ27．5

％，26．5％を示した。北津軽地区は最も低く

19．9％である（P〈0．OD。

　M歯率は，中川地区が0．5％と他地区に比較

し，最も低く（P＜0．001），他の4地区は

5．1～6．3％の範囲にあり，ほぼ同様の傾向を

示した。

　DMF歯率では，5地区間に差は認めないが，

F歯率の地区間の差は大きく，F歯率の最も高

表5　地区別によるDMF歯率，　F歯率，　M歯率

　　　（1年生から6年生まで合計したもの）

　　　（昭和51年）

地　区

屋
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軽
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頼
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⑭
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17．1

17．6
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26．5
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」米要抜去歯（C4）については，本調査ではMとして

算出しているが，全国では，Dとしている．全国

　とは厚生省歯科疾患実態調査資料をさす。
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図4　地区別によるDMF歯率，　F歯率，　M歯率

　　　（1－6年生の合計による）
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い中川がM歯率が最も低いという結果が得られ

た。

考 察

　う蝕の罹患像を把握するために従来から数多

くの手法が導入されてきたが，その中にユニー

クな着想と解析方法を試みてきたものもある

が，現在ではDMF老率，　DMF歯率，　DMFT（

あるいはS）指数（乳歯においてはdmfまた

はdef）の三方式が定着してきたようである。

その他に，集団におけるう蝕の罹患性を究明し

ていくうえに分布型の解析があるが，この分野

の研究業績も未だに稀薄である。

　う蝕の罹患像の把握には，いくつかの要因を

確認することが考えられるが，それらを列記し

てみると，（1）検診基準，②検診時における調査

地の地域的背景（生活，社会環境要因と口腔衛生

状況），（3）検診時の歯齢（歯牙年齢），（4）歯の萌

出状況の検討，（5）暦年齢および就学時の学年別

の比較，㈲う蝕発病状況（新生う蝕の増加率），

（7）う蝕のひろがり（extensity）による比較（萌出

歯に対するう歯率），（8）う蝕の強度（intensity）

による比較（萌出歯に対するう蝕の進行度：C】

～C、），⑨う歯を保有するか否かによる，い

わゆる個体の感受性の比較（Cariesfree者の比

較）など，多項目の因子がとりあげられる。さ

らに，う蝕の疾患量のとらえかたに（A）個体を

単位とする分析と（B）歯を単位とする分析があ

り，そのような解析手法が他の疾患と比較して

特異的であるといえる。

　著者らは，う蝕罹患の疫学的な多様因子群の

解析を試みる一方で，う蝕の罹患状況の比較が

方法論的に詳細に過ぎないように考慮して，

上記に挙げたDMF者率，　DMF歯率，　DM

FT指数（乳歯はdef）についての検討を行な

った。

　このことは，検診の目的として，公衆衛生指導

に直ちに反映されることが重要なことの一つで

あり，統計処理においては複雑な要因を可及的

に削除して，迅速に，検診の結果を把握し，予防

対策への目標設定に供することを主眼とした。
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　1　う蝕罹患の地域性にっいて

　本報告において調査対象とした5地区は，す

べて東北地方における農山村あるいはそれに類

似の集落であり，生活環境およびその他の環境

条件もほぼ同一とみなされる。ただし，北津軽

地区のみ，飲料水中に天然フッ素含有のいわゆ

るフッ素地区（0．3～3．2ppm）であり，他の

4地区と比較して飲料水の環境因子による差が

大きい。なお，著老らはこの北津軽地区につい

て，飲料水中のフッ素濃度群別に，斑状歯の発

現とう蝕の罹患状況について報告した6’7”）。

　う蝕罹患調査の結果は，DMF老率（表1），

DMF歯率（表4），DMFT指数（表3）に示
されたごとく，ブッ素地区を除いて，明らかな

地域差は認められない。

　従来，う蝕の発病因子を追求する目的で，地

域差について追求した報告が数多くなされてい

るが10’22），それらの研究業績を通覧して認識さ

れることは，う蝕の発病像にはendemicity（一

定の常在性）の現象は把握されず，各時代の生

活様式の変動に伴って人間集団によってとり入

れられた食品環境の変化が大きく影響してい

ることが考えられる。永久歯のう蝕罹患の傾

向は，向井（1940）1°），瀬戸（1957）14），北ら

　（1958）15），榊原（1958）4），岡本（1959）16）三橋

　（1960）17），によるう蝕罹患の地域差について

の報告から，1966年の栃原ら18），1967年の山

田⑩の報告に至ると漸次，地域差が認めがたい

傾向が現われている。乳歯についても同様の傾

向が認められ，赤坂ら2Dは，昭和25年（1950）

当時は大都市に高く，地方に低いう蝕罹患傾向

がみられたものが’D，昭和48年（1973）では，

地方（山形）において高い罹患を示し，とくに

2才頃までの罹患が大都市（川崎）にくらべて

約2倍高い傾向があり，地域差は時代により逆

転していることを報告している。

　このようにう蝕罹患の地域差は，endemicな

ものがあるとしても，食品環境の変化はそれを

大きく隠蔽するほどの影響をおよぼしたとみな

　される。

　そのような因子の一つに砂糖との関係があげ
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られる。わが国の砂糖の消費量とう蝕罹患の関

係については，竹内らの一連の研究によって明

らかにされてきた5’23’25）。国民1人当り年間砂

糖消費量は，終戦時0．2kgであったものが，昭

和40年頃には，ほぼ20kgの範囲に至り，現在

では30kgに近い値となり，これに伴ってう蝕

罹患も増大の傾向を示してきた。しかし，15kg

を越える頃より，砂糖の消費量の伸びに比べ，

う蝕罹患の増加は鈍化の傾向をみせてきてい

る。1人当りの年間砂糖消費量が30kgに近い

現在，う蝕罹患状況を大きく変化させ得るだけ

の，地域差は，砂糖消費量に限っていうならぽ

否定できる。このことは，清涼飲料水，乳酸飲

料，その他の砂糖含有食品の，全国各地，大都

会から山間部の僻地までの普及状況から容易に

推察できよう26）。

　WHOのBarmesらは1970年代における世界

各地のう蝕の罹患状況を報告したが3），国際間

の差異は著しい。砂糖消費量の違いがその最も

大きい原因と考えられるが，低う蝕罹患国，地

域の特異な食品環境もまた注目されている27’
29）

o

　著老らの調査した4地区（フッ素地区の北津

軽を除く）に，う蝕罹患状況においては，明ら

かな地域差が認められなかったことは，以上の

考察に関連するものと考える。

　2　う蝕罹患の指標としてのDMF者率，　D

MF歯率，　DMFT指数にっいて

　う蝕の発病は，内部環境（歯質および唾液）

の抵抗性の影響を受けるものと考えられるが，

実際には，内部環境による抵抗性を越える外部

環境（食品・その他）による因子の強度が大き

く作用してう蝕の多発傾向を誘引していること

が疫学的に指摘されてきた5’3°）。

　しかし，個体のう蝕発病性，さらに一個体の

口腔環境における歯種別あるいは歯面別のう蝕

発病性の様態をみると3⑪1），もっと総合的な事

象が存在することが考えられる。

　一般に，ある疾患の疫学像を追求する場合に

は，ある一定の罹患率をもたらすのに必要な原
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因の量，すなわち量一反応関係dose－response

relationshipと，特定の原因に曝露された時点

　（時期）から結果が観察されるまでに経過する

時間，すなわち時間一反応関係time－response

relationshipを，一定の集団populationで明ら

かにしていかなければならないことが多い32）。

う蝕の疫学的追求においても，この両者の検討

は不可欠であるが，dose－response　relationship

としては，集団における個々の量を追求するこ

とはきわめて困難であり，一般に国民1人当り

年間砂糖消費量の資料と対比させて年次的な推

移を把握して，その時点における曝露量からう

蝕の疾患量との関連が推測されている。このよ

うにう蝕の発病を個々の曝露量：から明らかにし

ていくことはcase　studyとして追跡していけ

ぽ可能であろうが，集団において総和された

doseとしては不確定要素による因子量が多分

に入りこんでくるので，必ずしも一定の量一反

応関係が疫学的に現わされないことが多々ある

ことも事実である。

　このようなう蝕の疫学的特徴において，time’

response　relationshipから追求していくことは

きわめて有力な手段だといえる。

　すなわち，一定時点で発病してくる量あるい

は累積されてきた罹患の数量を経年的にとらえ

る方法，その場合に，一定観測時における各年

齢の罹患量の傾向をとらえる方法（断面観察）

と，一つの集団（とくに個々の）の罹患量の年

次推移による傾向を追跡する方法（Cohort分析）

がある。

　この場合に，う蝕疾患が他の疾患にみられな

い特異性を有していることは，罹患量が，個体

の成長発育に伴う歯の萌出の数量，すなわち歯

齢にもとついて拡大してくることである。とく

に，この傾向は，永久歯においては5～6才頃

から各歯群の萌出が完了する頃（12－15歳頃）

まで顕著である。

　このような傾向は従来の歯科衛生統計では，

当然の現象のように受けとられているが，この

現象の背景にあるのは，歯の萌出後成熟Post－

eruptive　maturation33）（Post－eruptive　change）
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の時間と，その時間内におけるう蝕発病を誘引

するriskの量である。このriskの量として

は，砂糖の摂取量，歯口清掃（生理的並びに人

為的）が不十分なこと，咀噌mastlcationが正

常に営なまれていないことなどによる因子が深

く関係してくる。

　このようにう蝕罹患にからんでくる複雑多様

な因子を包括して，地域における疾患量の変動

をとらえるには，資料の収集と統計処理が複雑

で詳細に過ぎては比較が困難になるので，従来

から用いられてきたDMF老率，　DMF歯率，

DMFT指数について8’34）これらが地域の比較お

よびう蝕罹患傾向の比較にどれだけ有効に用い

られ得るかを検討したものの一部が本報告の内

容である。

　DMF者率は，個体のう蝕感受性を表現して

いるとみなされるが，あまりにもう蝕疾患量が

蔓延している現在，指標としての有用性が減弱

されている。

　DMF歯率は，個体におけるう蝕のひろがり

（extensity）をあらわしたものであり，とくに

萌出歯数とう蝕のriskとの関係を比率で示し

たものであるが，これも，個体の感受性の特異

性が消去されつつある現在では，ひろがりのパ

ターンが一定化してきて，地域性をとらえる指

標としての有用性が打ち消されてきている。

　DMFT指数は，表現上は1人平均DMF歯数

をあらわしている単純な算術平均的な内容を持

っ指数であるが，実質的には，う蝕の感受性体

の指標であるDMF者率と，う蝕のひろがりを

あらわすDMF歯率の両者の特性を兼ねそなえ

てう蝕罹患の実態をあらわしている比較的信頼

度の高い指数として評価されている。

　本調査結果からみると，中川，宮守，松尾，

北津軽地区は，ほぼ同時期（昭和51年5月～6

月）に検診を行っており，東目屋地区のみが昭

和51年1月の検診結果である。本報告において

は，年齢別による区分を行わずに，学年別によ

っているので，検診時期の差はう蝕罹患量（罹

患歯数）に影響してくる。本報告に採用した全

国の歯科疾患実態調査資料は，昭和50年の11月
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検診（国民栄養調査の身体状況調査と同時期）

によるものである。

　DMF者率の地区別，学年別比較において（

表1）北津軽地区のみは例外的に著しい低う蝕

罹患性を示しており，これは明らかに飲料水中

のフッ素に起因するものである6’？’9）。その他

は，東目屋地区を除いた他の3地区（中川，宮

守，松尾）と全国の罹患状況はほぼ同率である。

東目屋地区がかなり高い罹患率であることにつ

いて，検診時期に約7～8ヶ月の差があるので，

それを修正して検討してみても，やはり依然と

して高率である。これについて考察されること

は，弘前市の効外飛地地区にある東目屋につい

ては，社会・経済的に他の調査地区ときわだっ

た差異はないが，同地区の乳歯う蝕罹患が著し

い高率である35）ことが永久歯のう蝕罹患に大き

な影響を与えているようである。deft指数にっ

いてみると，東目屋地区ぱ，2歳児：6．0，3

歳児：8．5，4歳児：11．2，これに対して，松

尾地区は2歳児：3．5，3歳児：6．7，4歳児

：10．4，さらに全国歯科疾患実態調査によれ

1ま，　2歳ハ巳：　2．6，　3歳シ巳：　6．2，　4歳り巳：　8

．3であり，東目屋地区の高う蝕罹患性が注目さ

れる。乳歯う蝕の実態についての疫学的分析は

次報に発表する。

　次に，DMF歯率についてみると，北津軽地

区の低う蝕罹患歯率5．4～8．1％を例外的に除

くと，東目屋，宮守，中川，松尾の4地区はほ

ぼ同率である（表4）。これを昭和50年の全国

歯科疾患実態調査資料と比較すると，全国値は

6歳児：16．3％，7歳児：18．1％，8歳児：19

．8％，9歳児：19．3％，10歳児：18．8％，11歳

児：20．0％，であり，本調査地区の東目屋，宮

守，中川，松尾の4地区が小学校の低学年（約

6～8歳児）のDMF歯率が低率であるにもか

かわらず，高学年時（約9～11歳児）には，ほ

ぼ全国値と同率になっていく傾向がみられる。

このことは，う蝕罹患のひろがりが，現在では

　（昭和50年代），どの地域においてもほぼ同様

な傾向にあると考えられる。これをさらに，歯

種別に検討した結果を別の論文で報告すること
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にしている。う蝕のひろがりは，歯種別にとら

えていかなけれぽ，これらの検診結果が具体的

な予防対策につながらない。

　DMF歯率は，むしろD歯率，　M歯率，　F歯

率について分けて検討して（図3）さらにう蝕

罹患状況と治療方針および予防対策のための指

標として用いなけれぽならない。

　もっとも，フッ素地区の北津軽のDMF歯率

が小学校6年生時に至っても数パーセントの域

にとどまっていることは，特異的である。

　DMFT指数は，1人平均う蝕経験歯数（Car－

ies　experience，　DMF）でありながら先にの

べたように，DMF者率とDMF歯率の両者の
特性を兼ねそなえた興味ある指数である。

　図2では回帰直線によって，小学校1年生～

6年生までの地区別う蝕罹患傾向を示したが，

とくにこの年齢間においては，現在，う蝕の増

加量Incre皿entが一定の比率を持ってほぼ直

線的に増大していくので，回帰直線式によって

表現することができる。

　この回帰直線式による傾向線は，う蝕罹患の

年次推移を把握するのにもっとも有用である。

さらに，きわだってう蝕罹患傾向の異なる集団

を比較する場合にも，明瞭にその差異をとらえ

ることができる。

　3　処置歯率にっいて

　DMF者率，　DMF歯率，　DMFT指数による

う蝕罹患傾向では，本調査地区4地区（北津軽

を除く）について地域差は認めがたいことは前

述した。しかし，処置歯率についてみると，地

域差は明らかに示されている（図3，図4）。

処置歯率の高い中川，東目屋地区が，比較的市

街地に近く（上山市，弘前市）交通の便が良い

こと，一方岩手県の松尾，宮守両地区は，歯科

医療の面でへき地性が強く，一部の集落は，無

歯科医地区であることが指摘される。

　処置歯率の地域差について研究した報告は多

く15’21’3‘’鋤，いずれも都市群が高いことをのべ

ている。

　全国歯科疾患実態調査報告1’39’4°）（昭和32年，
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38年，44年，50年）より，6歳～11歳までの処

置歯率を算出すると，昭和32年：8．1％，昭和

38年：23．7％，昭和44年：35．6％，昭和50年：

45．9％と，う歯の処置状況は，明らかに年々改

善されている。しかし，これらの数値はわが国

の平均値であり，本調査結果より得られた5地

区の処置歯率が，最高値が中川の63．0％，最低

値が北津軽の19．9％と大きな差を示しているよ

うに，処置状況には地域によってかなりの差異

がみられる。

　能美ら（1964）41）は，無歯科医地区の問題点

として，歯科診療圏の拡大とこれに伴1う交通費

のかさみ，および，地域の社会経済的な生活水

準の低さを指摘し，無歯科医地区を社会開発の

問題とする必要を論じている。

　わが国の高度経済成長時期を経た現在では，

経済的な地域格差は縮少しつつあり，購買力，

消費意欲の面での変化は，とくに農村地域にお

いて著しいと考えられる。このことが食品環境

にも大きく影響し，う蝕罹患についての地域差

が認めがたい結果となったと考える。

　しかし，これらの事実とはうらはらに、医療

の需給の面での地域格差は解消しておらず，む

しろ鮮明に浮かびあがった社会問題として存在

している。

　高木らは42），無歯科医地区の学童に，限定さ

れた内容の診療を3年間行い，その結果，1人

平均M歯数が．診療開始前に比べ減少したこと

を報告している。また本調査5地区中最も高い

処置歯率を示した中川地区が，M歯率では最低

値を示した。早期治療の有無が学童期において

すでに喪失歯の数となってあらわれているが，

増齢とともに，その地域差はさらに顕著になる

と考えられる。

　一方，歯科医師会，学校歯科医が中心となり

地域あるいは学校を単位とした歯科保健活動に

おいて，処置歯率の向上を認めた報告は多数み

られる〃3’旬。その多くは，学校歯科検診によっ

て検出されたう歯に対して治療勧告をし，学校

歯科医をはじめ地域の歯科医師が治療を担当す

るといった方策がとられている。学童のう蝕に
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みられる処置歯率の地域差，すなわち，歯科医

療の供給の不公平な現象の解消には，より強力

な行政的手段が不可欠であると考える。

　本調査地区の処置歯率を学年別にみると，松

尾地区を除く4地区では，学年がすすむにつれ

上昇する傾向がみられる。しかし，他地区に比

較し処置歯率が高い中川，東目屋両地区は，高

学年に至り，処置歯率が停滞し，それぞれ約60

％，約40％にとどまっている。丹羽ら22）は，昭

和44年，神奈川県全域の小学校学童を調査した

結果，処置歯率は，全体的に学年が進むにとも

ない4年生まで急な上昇を示し，以後の上昇は

きわめてゆるやかであり，約50％の処置歯率で

あったことを報告している。小学校高学年で

は，第1大臼歯のう蝕罹患はすでに極限に達

し，続いて起こる上顎切歯群，および第2大臼

歯のう蝕の多発期と考えられ，処置歯率の促進

がかならずしも新生う蝕の予防に直接結びつく

ものでないことを示唆している。従来，処置歯

率の向上に重点がおかれていた学校歯科保健活

動も，今後はCariesfreeの者の増加へと，予

防の目標を転換すべきと考えられる‘5）。

　4　萌出歯数にっいて

　東目屋地区が他の4地区に比較し，各学年と

も高い1人平均萌出歯数を示しているが，これ

ぱ明らかに，先に述べた7～8ケ月の検診時期

の差に起因するものである。他の4地区につい

ては，フッ素地区の北津軽を含め，ほぼ同程度

の1人平均萌出歯数を示した。

　男女別にみると，各学年共に，女子に萌出歯

数が高い傾向が認められるが，過去の多数の報

告46’47’48）による知見とほぼ一致している。

　学童期は，永久歯の萌出がさかんな時期であ

り，歯列の状態が刻々と変化している混合歯列

期である。本調査結果では1年生の永久歯の1

人’F均萌出歯数が5．2～6．6歯という値を示し

たが，15歯前後の乳歯が残存し，咬合の主体は

まだ乳歯にあると考えられる。学年が進むにっ

れ永久歯の萌出歯数は増加し，6年生に至る

と，22．9～23．8歯の値を示すが，この間の乳歯
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は永久歯に様々な影響を及ぼす。小学校におけ

るう蝕予防計画を立案する場合，学年（年齢）

別に歯列の状態を把握することが必要であり，

そのためには，乳歯および永久歯の歯種別によ

る萌出状況を検討することが重要であると考え

る。

ま　　と　め

　本報告においては，同一検診年度（1976年）

における東北地方小学校学童（1年生～6年生）

のう蝕罹患状況について疫学的に分析し，さら

に，地域差の実態について検討を加え以下の知

見を得た。

　1．本報告の主旨として，地域のう蝕罹患状

況を表わす指標については，DMF者率，　DMF

歯率，DMFT指数を用いた。とくに，　DMF歯

率の内容分析として，未処置歯率（D歯率），

喪失歯率（M歯率），処置歯率（F歯率）を検

討した。

　2．その理由として，現在，う蝕の疫学的分

析が各研究者によって詳細に，しかも入念に行

われているにもかかわらず，普遍的に各年度

ならびに各地域の学童のう蝕罹患状況を対応し

て比較できる資料が乏しいことによる。

　3．6歳から11歳児のいわゆる小学校学童期

にみられるう蝕罹患については，DMFT指数

を用いて回帰直線を以って表わすことが有用で

あり，地域差ないしは経年的罹患傾向の把握が

可能である。

　4．本調査地区は4地区（東目屋・中川・宮

守・松尾）が非フッ素地帯（飲料水フッ素濃度

0．1ppm以下）であり，北津軽の1地区のみフ

ッ素地帯（天然フッ素含有飲料水中フッ素濃度

0．3～3．2ppm）である。

　5．フッ素地帯の北津軽を除いて，非フッ素

地帯の4地区のDMF者率，　DMF歯率，　DMF

T指数については，1975年の全国値（厚生省歯

科疾患実態調査）にほぼ近似している。4地区

のうち，東目屋地区（青森）は比較的高いう蝕

罹患状況を示している。

　6　DMF者率，　DMF歯率、　DMFT指数を指
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標として，地域のう蝕罹患状況の把握には，D

歯率，M歯率，　F歯率についての対比検討が必

要である。

　7．本調査地区のうち，東目屋地区は比較的

高い処置歯率（49．2％）を示しているにもかか

わらず，喪失歯率が6．3％の高率を示してい

る。このような地区は高う蝕罹患地帯として，

永久歯群からのう蝕予防対策は適切でなく，乳

歯群からの予防対策がもっとも必要とされる地

区である。

　8．歯科医療のへき地性の高い地区（岩手県

の宮守・松尾）であっても，DMF歯率は全国

値にほぼ近似しているが，F歯率が27．5％（宮

守），26．5％（松尾），M歯率が5．1％（宮守），

6．4％（松尾）であり，地域のう蝕罹患の内容

が把握できる。

　9．一方，中川地区（山形）は，本調査地区

において他地区と類似の生活環境にあるが，D

MF歯率17．1％でほぼ全国値に近い。しかし，

F歯率63．0％，M歯率0．5％と特異的に喪失歯

率の減少がみられる。これは従来，処置歯率の

向上を提唱した多くの報告に一致しているが，

これによって，Cariesfreeの者の保持率が上昇

してくるわけでないことを強調する。真のう蝕

予防はCaresfreeの者の増加に期待しなけれぽ

ならない。

　10．現時点（1976年）の東北地方における学

童のう蝕罹i患状況は，ほぼ全国値の範囲にある

が，その実態の内容分析によると，学童期から

の永久歯群についてのう蝕予防対策は効果的で

なく，不適切な予防対策であることを指摘した

い。むしろ，このような多発う蝕の疾患量の時

期には，乳歯群からの一貫した予防対策をたて

ることが急務である。

　本研究をすすめるにあたり御協力いただきました

各小学校の教職員各位，ならびに学校歯科医の諸先

生方に感謝の意を表します。

　本論文の要旨は，第2回岩手医大歯学会総会（昭

和51年度）にて発表した。なお本研究の一部は昭和

51年度厚生省医療研究助成補助金によった。
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　　Ab8tmct：In　1976，　epidemiologlcal　investigatlons　on　denta】caries　prevalence　were　performed

in　1888　schoolchildren　aged　6－11　years　in　rural　areas　（five　selected　areas）　of　northern　parts　of

Japan．　Dental　caries　was　recorded　accordlng　to　the　criteria　described　by　WHO（1971）．

　　Among　five　areas　surveyed　in　this　study，　investigations　have　also　established　that　the　fluoride

contents　of　natural　drinking　water　in　Kitatsugaru　areas　are　in　the　range　of　O．3－3．2ppm　and＜0．1

PPm　in　other　areas　as　reported　in　our　previous　reports．

　The　factors　concerning　on　the　caries　prevarence　due　to　localities　also　were　evaluated　in　terms

of　percentage　of　children　with　DMF　teeth，　DMF　per　100　erupted　teeth，　DMFT　index，　including

percen・・g…decay・d・ee・h（品・1・・），・・m・・s・・g・ee・h（。椎・10・），…rea・・d・ee・h

（。6。・1・・）These　va・ue・as　a　cr・・・・・…1・cali・・es　were　d・sc・ssed・n　accun・…he　eval・・…n

for　caries　prevention　progrum　in　each　community．

　As　a　criteria　for　caries　experience，　DMFT　indices　is　useful　to　survey　the　trends　of　caries　pre－

valence　in　schoolchildren　（6－11yrs．）．　In　this　period，　the　trends　are　clearly　represented，　graphi－

cally，　with　regression　lines　relating　ages　to　X　and　DMFT　indices　to　Y　axis　and　also　it　is　useful

to　compare　the　differences　in　localities　and　the　shift　of　the　prevalence　depen（ling　the　year　of　exa・

mlnatlon．

　Most　of　values　on　caries　experience　surveyed　in　this　study　in　1976，　except　the　values　in　fluoride

area（Kitatsugaru），　were　almost　similar　to　lhat　of　the　National　survey　in　1975　in　this　country．

　his　evidence　that　differences　in　caries　exprience　due　to　localities　were　seen　prominently　in也e

percentages　of　treated　teeth　and　missing　teeth．　However，　it　is　not　definite　trends　that　higher

percentage　of　treated　teeth　produces　lower　percentage　of　missing　teeth　in　the　locaUty．　It　is　impo－

rtant　task　in　the　community　dentistry　that　real　caries　prevention　program　should　be　based　on　as

maintaining　cariesfee　teeth　in　individuals　as　possible．
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